
（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

年 月 日

検討中 ○

佐賀西部広域水道企業団と同団体から用
水供給を受けている３市３町１団体による
水道事業統合協議会・推進会議・専門部会
を開催し、用水と末端給水の水道事業統合
に向けた協議が行われている。

総務・業務・経理・工務の各部門毎に検討が行われている。今後協定書締結及び
準備室の設置等が予定されている。統一料金の考え方及び保有資金の持ち寄り
方等が今後の検討課題

施設管理の
共同化

管理の一体化

平成実施済
事業統合

施設の
共同設置

実施予定

取組事項 （水道事業）広域化等

その他の
民間活用指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用
地方独立行政法

人への移行

○

現行の経営
体制を継続

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

江北町 水道事業 江北町水道事業

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

現在、下水道事業の整備中であり人員に余裕がなく、必要とする知見の不足などのため 平成２８年度から地方公営企業法適用作業を実施している

○

その他の
民間活用指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用
地方独立行政法

人への移行

現行の経営
体制を継続

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

江北町 下水道事業 江北町下水道事業（特定環境保全公共下水道）

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

現在、下水道事業の整備中であり人員に余裕がなく、必要とする知見の不足などのため 平成２８年度から地方公営企業法適用作業を実施している

○

その他の
民間活用指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用
地方独立行政法

人への移行

現行の経営
体制を継続

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

江北町 下水道事業 江北町下水道事業（農業集落排水事業）

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

現在、下水道事業の整備中であり人員に余裕がなく、必要とする知見の不足などのため 平成２８年度から地方公営企業法適用作業を実施している

○

その他の
民間活用指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用
地方独立行政法

人への移行

現行の経営
体制を継続

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

江北町 下水道事業 江北町下水道事業（特定地域生活排水処理施設）

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （今後の経営改革の方向性等）

現在、下水道事業の整備中であり人員に余裕がなく、必要とする知見の不足などのため 平成２８年度から地方公営企業法適用作業を実施している

○

その他の
民間活用指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用
地方独立行政法

人への移行

現行の経営
体制を継続

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

団体名 事業名 事業詳細（事業区分）

江北町 下水道事業 江北町下水道事業（個別排水処理施設）

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成29年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性


